
平成２０年度

主要税制改正項目の概要

平成１９年１２月

厚生労働省



第１ 新健康フロンティア戦略等に基づく
国民の健康の増進

○ 特定健診・特定保健指導に係る費用の

医療費控除の適用･･･････････････････････ ２

第２ 次世代育成を支援する少子化対策の
推進

平成２０年度 主要税制改正項目（目次）

第３ 成長力加速プログラム・イノベー

ション２５の推進

○ 周産期医療の連携体制を担う医療機関が

取得する分娩施設に係る特例措置の創設･･･ ３

○ 研究開発税制の拡充･･･････････････････ ４

○ 障害者の「働く場」に対する発注促進

税制の創設･････････････････････････････ ５

第４ 健康な生活と安心で質の高い医療の
確保

第５ 誰もが安心して働ける労働環境の
整備

第６ 高齢者が生き生きと安心して暮ら
せる福祉社会の実現

第７ 各種施策の推進

○ 医療法人関係の税制改正（社会医療法人
に係る非課税措置等の創設、改正医療法に
基づく新たな医療法人への円滑な移行のた
めの税制上の所要の措置）････････････････ ６

○ 公益法人制度改革に伴う税制上の所要の
措置････････････････････････････････････ ７
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○ 与党税制改正大綱における年金関係の

記述について･･･････････････････････････ ８



○ 平成２０年度税制改正において、特定保健指導のうち一定の積極的支援の対象者が負担する特定健
診・特定保健指導に係る費用を、医療費控除の対象とすることとされた。

→ 具体的には、積極的支援の対象者のうち、生活習慣病と診断される基準を超えている者につき、特定健診・特定保健
指導に係る費用の自己負担分を医療費控除の対象

※ 平成２０年度より、医療保険者が、メタボリックシンドロームに着目した健診・保健指導（特定健診・特定保健指導）を加入者に実施。

内容

特定健診・特定保健指導に係る費用の医療費控除の適用

リスクあり リスクなし

従前の医療費控除
の対象

特定健診・特定保健指導の流れと医療費控除の適用対象

特定健診の実施

治療
特定保健指導の実施

積極的支援 動機付け支援

リスク高 リスク低

（参考）従前の医療費控除

・ 従前の医療費控除制度においては、いわ
ゆる人間ドックその他の健康診断のための
費用は対象外。

・ 但し、健康診断により、重大な疾病が発見
され、かつ引き続きその疾病の治療をした
場合には、健康診断のための費用も医療費
控除の対象。今回の対象
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○ 周産期に係る比較的高度な医療行為

○ ２４時間体制での周産期救急医療

地域周産期医療

△△地域周産期
母子医療センター

母体・新生児搬送

○ 正常分娩の対応

○ 妊婦健診を含めた分娩前後の診療

○ 他医療機関との連携によるリスクの低い帝王切開術の対応

○○病院、 ◆◆診療所、 □□助産所

正 常 分 娩

○ リスクの高い妊娠に対する医療及び
高度な新生児医療

○ 周産期医療システムの中核としての
地域の周産期医療施設との連携

○ 周産期医療情報センター

総合周産期医療

◇◇総合周産期
母子医療センター

オープンシステム等による連携

新築・増改築時の不動産（分娩関連部分）
の価格の２分の１に相当する額を価格から
控除する課税標準の特例措置を講じる。
（２年間）

周産期医療の連携体制を担う医療機関が取得する
分娩施設に係る特例措置の創設
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比較

試験

研究費

当期の
試験

研究費
増加額×５％

法人税額の
10％が上限

比較

試験

研究費

当期の
試験

研究費 増加額×５％

前３期の平均

8～10％

総額×（8～10％）

※税額控除額は、法人税額の20％を限度。

超過額
×

税額控除割合

法人税額の
10％が上限

売上高
×10％

当期の
試験

研究費

法
人
税
額
の
20
％
上
限
の
枠
外

◆試験研究税制の税額控除の上限（法人税額の20％）の枠外に、上乗せ措置が設けられた。

◆②により、試験研究費割合（対売上高）が恒常的に高い産業については、試験研究費の増減に関わらず、追加的な
減税効果を得ることが可能となる。

◆試験研究費について、既存の「総額型」に加えて、見直し後の税制を活用することで最大で法人税額の30％まで控

除が可能となる。

※税額控除割合＝（試験研究費割合－10％）×0.2
例）試験研究費割合15％→（15％－10％）×0.2＝１％

試験研究費割合20％→（20％－10％）×0.2＝2％

選
択

①

②

・試験研究費の総額に係る税額控除制度が
基本 【総額型】

・上乗せ措置として、試験研究費の増加額に
係る税額控除制度 ← 見直し

見直し後

8～10％

8～10％

現行

研究開発税制の拡充

- 4  -



障害者の「働く場」に対する発注促進税制の創設
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○ 障害者の「働く場」に対する発注を前年度より増加させた発注を前年度より増加させた企業に
ついて、企業が有する固定資産の割増償却固定資産の割増償却を認める。

・ 青色申告者である全ての法人又は個人事業主全ての法人又は個人事業主が対象。
・ 固定資産は、事業の用に供されているもののうち、事業年度及び事業年度開始の

日２年以内に取得又は製作したもの。

○ 割増しして償却される限度額は前年度からの発注増加額前年度からの発注増加額（※）

（※）固定資産の特別償却限度額（企業の普通償却限度額の30％）の合計額を限度。

○ ５年間５年間（平成20年４月１日～平成25年３月31日）の時限措置

概要 対象となる発注先

※税制優遇の対象となる障害者の「働く場」

○ 障害者自立支援法の就労継続支
援を行う事業所

○ 障害者雇用促進法の特例子会社
及び重度障害者多数雇用事業所

等（予定）

授産施設等 企業
発注がある

場合

固定資産

当該年度及び事業年度開始の日から
２年以内に取得又は製作したもの

就労継続支援事業所
特例子会社
重度障害者多数雇用事業所

等
割増償却

イメージ図

※ 固定資産の特別償却限度額（企業の普通償却限度

額の30％）の合計額を限度。

普通償却限度額普通償却限度額
＋

前年度からの発注増加額前年度からの発注増加額（（※※））

償却限度額 ＝

【具体例】

・固定資産が1,000万円（償却期間10年、定額法）
・発注増加額が20万円の場合

普通償却限度額(①) ＝1,000万円×10％＝100万円
発注増加額(②) ＝ 20万円
(合計)償却限度額(①＋②)＝ 120万円（初年度）

例えば発注増加額が50万円の場合、特別償却限度額の合計額の
限度が30万円（1,000万円×10％×30％）となるため、償却限
度額は130万円となる。



※ 出資持分の定めのある医療法人

は、改正医療法の附則第１０条に
よる経過措置適用の医療法人として、
当分の間存続。

（平成１９年４月１日以降は設立不可）

特定医療法人
（法人税率２２％適用）

・同族役員の制限
・社会保険診療に係る収入が全収入の８割超 等

その他の医療法人
（社団は基金制度利用可能）

社会医療法人

出
資
持
分
な
し

出
資
持
分
あ
り

移行を促進

（２）改正医療法に基づく新たな医療法人
への円滑な移行のための税制上の所
要の措置

○ 出資持分の放棄に係る贈与税課税の判定基準を見直し

出資者がその持分のうち利益剰余金を放棄
するに際し、出資者の親族等の相続税又は
贈与税の負担が不当に減少すると認められる
場合には、医療法人に贈与税課税が発生。

→ 出資持分の定めのない医療法人への移行を促進
するため、この場合の課税判定基準を見直す。

○ 特定医療法人の要件に加え、
救急医療等確保事業の実績等に
より都道府県が認定
・救急医療
・災害時における医療
・へき地の医療
・周産期医療
・小児医療（小児救急医療を含む）等

（１）社会医療法人に係る非課税措置等
の創設

○ 医療保健業のうち本来業務に係る法人税を非課税
○ 附帯業務及び収益業務に軽減税率（２２％）を適用
○ 収益業務の収益の医業への繰入をみなし寄附金

として損金算入（５０％上限）

本来業務（非課税） 附帯業務（22％） 収益業務（22％）

（みなし寄附金）

医療法人関係の税制改正
（社会医療法人に係る非課税措置等の創設、改正医療法に基づく新たな医療法人への円滑な移行のための税制上の所要の措置）
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①看護師などの医療関係者の養成所や社会福祉施設などを運営する現制度の公益法人が、公益
法人制度改革後に一般社団法人・一般財団法人となった場合には、平成２５年度分まで既存
施設について固定資産税等の非課税措置を継続。

②新制度の公益社団法人・公益財団法人が設置する看護師などの医療関係者の養成所や社会福
祉施設などについて、 現行の公益法人が設置するものと同様に固定資産税等の非課税措置を

講じる。

③特例民法法人（新制度下の法人に移行する前の現制度の公益法人。経過措置期間は平成２０
年１２月の施行から５年間。）から一般社団法人・一般財団法人に移行する法人が設置する
施設については、これまで固定資産税等の非課税措置が講じられてきた経緯も踏まえ、平成
２５年度までの間にできるだけ速やかに必要な検討を行い、適切な措置を講ずる。

【国税】医師会等が行う開放型病院等に対する税制上の特例措置の存続等（法人税）

【地方税】医療関係者の養成所等に係る税制上の所要の措置（固定資産税等）

公益法人制度改革後も、収益事業の範囲について、地域の医療提供体制を支える医師会等が
行う開放型病院等（注）については医療保健業の収益事業から除外する措置について要件の見
直しを行ったうえで存続するための所要の整備を行うこととされた。

（注）医師会等が行う開放型病院の他に次のものがある

・無料又は低額な料金による診療事業を行う福祉病院

・都道府県看護協会が実施する訪問看護ステーション（訪問看護に付随して行われる部分） 等

公益法人制度改革に伴う税制上の所要の措置
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与党税制改正大綱における年金関係の記述について

○ 平成２１年度までの基礎年金国庫負担割合２分の１の実現を図るための必要な税制上の整備

与党税制改正大綱における記述

消費税を含む税体系の抜本的改革については、今後、以下の「基本的考え方」に基づき、平成１６年年金
改正法やこれまで政府・与党が定めてきた累次の方針を踏まえ、早期に実現を図る。なお、税体系の抜本的
改革を行うに当たっては、内外の経済動向を注視し、必要に応じ、機動的・弾力的に対応することとする。

（中略）
平成２１年度における基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げに要する財源を始め、持続可能な社会

保障制度とするために安定した財源を確保する必要がある。このため、年金、医療、介護等の社会保障給付
や少子化対策に要する費用の見通しを踏まえつつ、これらの費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観
点から、税体系の抜本的改革を行う。

○ 企業型確定拠出年金における個人拠出の導入に係る掛金の所得控除の適用

○ 個人型確定拠出年金の加入対象者の見直しに係る掛金の所得控除の適用

○ 個人型確定拠出年金の拠出限度額の引上げ

与党税制改正大綱における記述（検討事項）

少子・長寿化が進展する中、年金制度の一環である確定拠出年金について、その制度改革の議論や公的
年金制度改革の動向等を見極めつつ、老後を保障する公的年金と自助努力による私的資産形成の状況、企
業年金における拠出の実態、各種企業年金制度間のバランス、貯蓄商品に対する課税との関連等に留意し
て、その課税のあり方について必要な検討を行う。
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